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令和７年度 法科大学院入学者選考試験【前期日程】法律科目試験 

出題の趣旨 

 

【憲法】 

（第１問） 

 本問は、最判平 21・11・30 刑集 63 巻 9 号 1765 頁に基づく事案である。そこでは、広義

の表現内容中立規制のうち、表現活動の規制を直接の目的とするのではない法律が、表現

活動に付随する行為に適用されて、結果的に表現の自由が制約されることになる場合の「付

随的規制」が問題となる。表現活動の規制以外の規制目的を有する法律が、表現の自由に

対する間接的制約となる場面であり、判例も目的・手段審査は行っていない。そのことも

踏まえて、事案を読み解き、玄関ホール内の集合ポストへの投函にとどまらず各住戸のド

アポストへの投函に及んでいることなども勘案しながら、丁寧な比較衡量を行うことが求

められよう。 
 

（第２問） 

 本問は、司法権の範囲について問うものである。関係判例としては、最 3 小判昭和 56
年 4 月 7 日民集 35 巻 3 号 443 頁（「板まんだら」事件上告審判決）がある。主要な論点と

しては、①「司法権」（憲法 76 条 1 項）の概念とその範囲、②司法権の核心的内容として

の「法律上の争訟」（裁判所法 3 条 1 項）の定義、③具体的検討（本事案が法律上の争訟

に当たるか否かの判断）等がある。上記各論点について、関係判例と学説を踏まえた解答

が求められる。 
 

【刑法】 

（第１問） 
本問は、事例において、保護責任者遺棄等致死罪ないし不作為による殺人罪が成立する

可能性がある中、保護責任者遺棄等致死罪の成立を否定しつつ、不作為による殺人罪の成

立を基礎づける際の説明のあり方を問うものである。とりわけ、両罪の区別の仕方につい

て、また、いかなる場合に不真正不作為犯としての殺人罪の成立を認めることができるの

かについて、その理解の有無を問う問題となっている。 
 

（第２問） 

 本問は、具体的な事例を前提として、公務員の業務に対する加害行為に関する公務執

行妨害罪・業務妨害罪の成否を検討する問題である。 

 問題文の指示にあるように、最初に刑法における「公務」と「業務」の関係について、

各見解の内容を明らかにするとともに、いずれを妥当と考えるかを理由及び反対説への

批判と共に述べることが求められる。その上で、Ｘの第一の行為については威力業務妨

害罪の成否を、また第二の行為については偽計業務妨害罪の成否を、各構成要件の内容

を的確に説明しながら論じることになる。 
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【民法】 

（第１問） 

失踪宣告から取消しまでの間に行われた「遺産」に関する契約の効力の、失踪宣告取消

し後の帰趨に関する基礎的理解の有無を問う問題である。また、これらの理解に基づいて

適切に事実の当てはめを行うことができるかどうかも問われている。 
 
（第２問） 
 建物抵当権が実行された場合における、抵当権設定後に抵当建物に設定された

賃借権の帰趨に関する基礎的理解を問うと共に、留置権の成立要件と対抗の可

否、及び留置権の及ぶ範囲に関する理解を問う問題である。これらの理解に基づい

て適切に事実の当てはめができるかどうかも問われている。 
 
【商法】 

（問１） 
取締役会決議が必要である重要財産の処分につき（会社 362 条 4 項 1 号）、取締役会決

議なしで代表取締役が行った行為の効力を問うものである。どのような法律構成で、どの

ように判断するかが重要である。 
また、取引が無効である場合に、誰が無効主張できるかも問題になる。 

 
（問２） 
 株主総会決議の不存在は、不存在事由としては、事実上不存在である場合、不存在と評

価される場合が考えられる。 
 不存在の主張は訴えによる必要があるかが重要な点である。これは株主総会決議取消し

の訴えがどのような趣旨で設けられたものかをきちんと理解しているかということの反面

でもある。 
 

【民事訴訟法】 

 問１は、訴訟手続の中断と受継の制度の趣旨を問うものである。訴訟当事者の死亡（民

訴 124 条 1 項 1 号）によって、当然に訴訟当事者としての地位が承継されることを踏ま

えて、民訴 124 条 2 項、3 項の規定などにも触れつつ、受継まで中断する理由を説明する

ことが求められていた。 

 問２は、全部勝訴者の上訴の利益を問うものである。上訴の利益について提唱されてい

るいくつかの学説を前提として、第１審の全部勝訴判決が確定したと仮定した場合に生じ

る既判力の内容を踏まえつつ、上訴の利益を肯定する方向の理由付けを論じることが求め

られていた。 

 

【刑事訴訟法】 

 本問では、無令状捜索差押（刑事訴訟法２２０条１項１号・２号）に関わる基本的な

知識と事案分析能力を問うた。特に本問においては、無令状捜索差押の前提である逮捕

の適法性、同条１項柱書にある「必要があるとき」、また同条１項２号にある「逮捕の
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現場」での解釈がそれぞれ問題となる。論述にあたっては、無令状捜索差押に関する基

本的な見解や、さらに著名判例である最決平８年１月２９日刑集５０巻１号１頁の事案

を踏まえて論じることが求められる。また、本問では、逮捕の現場で捜索差押を行わな

かった点、甲を警察署に連行中、その求めにより自宅に立ち入って甲の身体、さらに家

具、クローゼットを捜索したことの可否について丁寧に分析する必要がある。 

 
【行政法】 

 本問は、最三小判平成 13 年 3 月 13 日民集 55 巻 2 号 283 頁をモデルとして、森林法 10

条の 2 に基づく林地開発許可につき、周辺住民等の第三者が取消訴訟を提起した場合に、

その原告適格が認められるか否かを問うものである。 

具体的には、行政事件訴訟法 9条 1項にいう「法律上の利益を有する者」の意義を正確

に理解できているか、また、同法 9条 2 項の規定する考慮事項、すなわち、本件において

は特に森林法 10 条の 2 第 2 項第 1 号、同項第 1 号の 2 等の趣旨・目的、これらの規定が

保護しようとしている利益の内容・性質を検討し、当該規定が各原告により主張されう

る被侵害利益を個々人の個別的利益として保護する趣旨を含むものであるか否かを十分

に論証できているか、を問うものである。 
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